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（単位：百万円）

（A) (B) (A/B)

● 主要事項

◎ 地域の活性化と豊かな暮らしの実現
(22,538) (0.98)

○ 地域の公共交通ネットワークの再構築 21,412 22,923 0.93

○ バリアフリー法等に基づく一体的・総合的な 62 55 1.12

バリアフリー化の推進

○ 歩行者移動支援の普及・活用の推進 43 42 1.02

◎ 国民の安全・安心の確保
(130) (2.08)

○ 次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進 62 62 1.00

○ 運輸安全マネジメント制度の充実強化 42 45 0.94

○ 災害に強い物流システムの構築 10 11 0.97

○ サイバーセキュリティ対策の強化 57 35 1.60

◎ 生産性向上による成長力の強化

○ i-Constructionの普及加速 38 0 皆増

(1,539) (1.22)
○ インフラシステム海外展開の推進 1,435 1,263 1.14

○ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進 591 598 0.99

○ メンテナンス産業の育成・拡大 14 0 皆増

○ インフラツーリズムの推進 7 5 1.26

○ 海洋の開発・利用・保全の戦略的な推進 38 39 0.98

○ モーダルシフト等推進事業 40 38 1.06

○ 物流産業イノベーションの推進 25 16 1.56

◎ 交通政策の総合的な推進

○ 交通政策基本計画の実現による交通政策の 61 67 0.91

総合的な推進

● その他の行政経費 3,379 3,642 0.93

うちシステム保守管理経費・統計経費等 2,157 2,301 0.94

(28,613) (0.99)

27,316 28,841 0.95

(5,630) (1.03)
● 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所経費 5,302 5,448 0.97

(34,243) (1.00)
32,617 34,289 0.95

（注1）上記の他に、「小さな拠点」によるコミュニティビジネスの活性化、コンパクト化と公共交通ネットワークの形成及び

　　　 日本版ＤＭＯを核とした観光振興等の取組等を支援する地方創生推進交付金（内閣府計上）がある。

（注2）上記の他に、東日本大震災からの復興加速に係る経費（復興庁計上）として、次のものがある。

　　　 ○被災した公共交通の復興の支援　1,363百万円

（注3）上記の他に、財政投融資として、次のものがある。

　　　 ○地域の公共交通ネットワークの再構築　12億円（産業投資12億円）

　　　 ○インフラシステム海外展開支援　1,137億円（産業投資649億円、政府保証488億円）

（注4）上段（　）は２８年度補正予算額を含んだ計数である。

（注5）端数処理のため、計算が合わない場合がある。

合 計

平成２９年度総合政策局関係予算総括表

国 費

29年度
予算額

28年度
予算額

対前年度
倍　率

小 計
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◎地域の活性化と豊かな暮らしの実現

○ 地域の公共交通ネットワークの再構築

（交通支援課）

予算額 ２１，４１２百万円

・地域公共交通活性化再生法を踏まえ、地域の公共交通ネットワークの再構築

に向けた取組みを支援する。

＜内 容＞

１．地域の特性に応じた生活交通の確保維持

・過疎地域等におけるバス、デマンドタクシーの運行

・バス車両の更新等

・離島航路・航空路の運航

２．快適で安全な公共交通の構築

・ノンステップバスの導入、鉄道駅のホームドア整備等

・地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等

３．地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画策定の後押し

・地域公共交通活性化再生法に基づく地域公共交通網形成計画等の策定に係

る調査

・地域公共交通活性化再生法に基づく地域公共交通再編実施計画の策定に係

る調査

４．地域公共交通ネットワーク再編の促進

国の認定を受けた地域公共交通再編実施計画に基づく以下の事業について、

まちづくり支援とも連携し、重点的に支援

・地方路線バスの利便性向上、運行効率化等のためのバス路線の再編やデマ

ンド型等の多様なサービスの導入

・地域鉄道の上下分離等

【関連事項】財政投融資による支援制度

財政投融資の活用を図ることで、支援策を多様化し、地域の実情に即した

地域公共交通ネットワークの再構築の取組みを後押しする仕組みの充実を図

る。（産業投資１２億円）

注）上記のほか、東日本大震災からの復興加速に係る経費（復興庁予算 １，３６３百万円）がある。
また、移動円滑化や交通系ＩＣカードの導入など交通サービスのインバウンド対応は、訪日外国人
旅行者受入環境整備緊急対策事業（観光庁予算 ８，５３０百万円の内数）において、地域鉄道の安
全性向上に資する設備の更新等の一部は、鉄道施設総合安全対策事業（鉄道局予算 ４，１７２百万
円の内数）において、それぞれ引き続き支援。
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○ バリアフリー法等に基づく一体的・総合的なバリアフリー化の推進

（安心生活政策課）

予算額 ６２百万円

・「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）
等に基づき、高齢者、障害者等の円滑な移動及び建築物等の施設の円滑な利
用の確保に関する施策を一体的・総合的に推進する。

＜内 容＞
・東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据えたバリアフリー化の推進

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて、

・交通事業者における心のバリアフリーのための接遇対応向上

・旅客施設におけるICT(情報通信技術)も活用した効率的な人的対応等のソフ

ト対応のあり方に関する調査研究

・心のバリアフリーを国民的運動として展開するための取り組み

・観光地のバリアフリー評価の普及・促進

を実施することにより、ハード・ソフト両面でのバリアフリー化を推進する。

・当事者参画によるスパイラルアップ
全国の交通施設のバリアフリー水準の底上げを図るためのバリアフリー整

備ガイドラインの改訂を行うなど、バリアフリー施策の段階的・継続的な発
展を図る。

・面的なバリアフリー化の推進
面的なバリアフリー化のために市町村が作成する「バリアフリー基本構想」

のより一層の促進のため、ノウハウを有するバリアフリープロモーターを地
方自治体に派遣する。

・心のバリアフリーの推進
公共交通機関や公共施設等の多機能トイレ利用の円滑化に向けた検討及び

普及啓発活動を実施するほか、高齢者・障害者等の疑似体験等を行う「バリ
アフリー教室」の開催、公共交通機関等におけるベビーカー利用円滑化に向
けた普及啓発活動等を通じ、心のバリアフリーを推進する。

交通事業者における職員研修 トイレの質の向上
多機能トイレ
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予算額 ４３百万円 

 
・2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を控え、訪日外国人旅行

者や高齢者、障害者等も含め誰もがストレス無く自由に活動できるユニバー

サル社会の構築に向け、ICT（情報通信技術）を活用した歩行者移動支援サー

ビスの普及促進を図ることが必要。 

 

＜内 容＞ 
・民間事業者等が多様な歩行者移動支援サービスを提供できる環境を整備する

ため、施設や経路のバリアフリー情報等の移動に必要なデータのオープンデ

ータ化を進める。特に、競技会場周辺エリア等において先行的、集中的に実

施する。 

 

・併せて、歩行空間ネットワークデータ等の効率的な整備・更新手法の検討、

地域特性に応じた普及促進方策の検討等に取り組む。 

  
【オープンデータの活用によるサービス出現のイメージ】【東京大会 2020 年を目処に目指す姿】 

   

 

【効率的な歩行空間ネットワークデータ作成に必要な作業と技術】 

１）生活関連経路のリンク・ノードデータを作成

２）１）のリンク・ノードデータに情報（調査結果）を付与

３）二次利用可能な形式で出力（CSV、描画地図）

→ 「簡易に現地の状況を電子化する技術」

１）図面・データの収集（道路台帳等）
-経路の種類、幅員、縦断勾配、路面状況、リンク延長等の情報

２）現地調査
-段差の情報 （及び１）で不足、あるいは訂正が必要な情報）

→ 「簡易に現地の状況を確認する技術」

電
子
化

調
査

○ 歩行者移動支援の普及・活用の推進 

（総務課） 
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◎国民の安全・安心の確保 

 
 

 

予算額 ６２百万円 

 
・ 我が国の社会インフラをめぐっては、老朽化の進行、現場の担い手不足等

の課題に直面している。 

こうした中で、社会インフラの維持管理をより一層、効果的・効率的に実

施するため、それらを支えるロボット技術の開発・導入を、迅速かつ集中的

に進めていくことが求められている。 

 
＜内 容＞ 
・ 現場検証で一定の性能が確認されたロボットを使い、実際の点検と同等の環

境の下、必要な機能や効果を発揮できるか検証（試行的導入）する。 
・ 試行的導入の結果を踏まえ、ロボットを活用する上で最適な点検手順を作成

し、本格的導入を促進する。 
 

○ 次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進 

（公共事業企画調整課） 
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○ 運輸安全マネジメント制度の充実強化
（大臣官房運輸安全監理官）

予算額 ４２百万円

・公共交通の一層の安全を確保するため、運輸事業者が経営トップの主体的

な関与の下で現場を含む組織が一丸となって安全管理体制の構築・改善に

取り組み、国がその実施状況を確認して評価を行う、運輸安全マネジメン

ト制度を推進してきた。

・平成２８年１月に軽井沢スキーバス事故が発生し、改めて運輸事業の安全

確保に対する社会的な要請が高まっていることを受け、前倒しで零細な貸

切バス事業者に対する取組を充実強化する。

＜内 容＞

・既存の運輸安全マネジメント評価や運輸安全マネジメントセミナーの実施

等に加え、零細な貸切バス事業者について、安全管理体制の実態の全容を把

握し、課題を抽出した上で、民間機関を活用した新たな普及・啓発の手法や、

新たな運輸安全マネジメント評価の手法を開発・実施する。

貸切バス事業者の規模
（保有車両数）

運輸安全マネジメント制度の推進方法

車両数上位約2,300者

・国による運輸安全マネジメント評価
(立入検査)
・国による運輸安全マネジメントセミナー
・民間機関による認定セミナー

車両数下位約1,900者
（零細な貸切バス事業者）

・国による運輸安全マネジメントセミナー
・民間機関による認定セミナー

平成32年度までに国による
運輸安全マネジメント評価を
一巡。

安全管理体制の実態把握が
済んでおらず既存のセミナー
のみでは対応が不十分。

車両数下位約1,900者
（零細な貸切バス事業者）

（参考）車両数上位約2,300者

(1)安全管理体制の実態の全容把握 -

普及・啓発 (2)(a)新たな普及・啓発の手法の開発・実施
（民間機関を活用）

・国による運輸安全マネジメントセミナー
・民間機関による認定セミナー

評価方式
(2)(b)新たな運輸安全マネジメントの

評価手法の開発・実施
・国による運輸安全マネジメント評価(立入検査)
（平成32年度までに一巡）

現状

【実施事業案】

実態に応じた

軽井沢スキーバス事故を受け、零細な貸切バス事業者に対する取組を前倒し
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○ 災害に強い物流システムの構築

（物流政策課）

予算額 １０百万円

・今後想定される首都直下地震や南海トラフ巨大地震等の広域かつ大規模な

地震が発生し、物流システムが寸断された場合、国民生活や経済活動へ甚

大かつ広域的な影響が生じることが想定される。

・国民生活や経済活動を早急に復旧させるためには、避難者へ支援物資を確

実・迅速に届けることが重要である。

＜内 容＞

○地域に応じた支援物資輸送体制の確立

・物流事業者、自治体等の関係者から構成される協議会（災害に強い物

流システム構築協議会）を開催し、多様な輸送手段を活用した支援物

資輸送について、関係者間の調整事項等を整理し広域連携体制を構築

する。

・物流事業者団体と自治体との保管協定の締結を促進する。

・災害時の現地へのリエゾン派遣のための体制を整備する。

○広域物資拠点開設・運営ガイドブックの見直し

平成 28 年熊本地震における教訓を踏まえ、広域物資拠点開設・運営ガイド
ブックの改訂を行う。

災害に強い物流システムの構築

○協議会を開催し、多様な輸送手段を活用した支援物資輸送に関する広域連携体制構築について検討
→大規模災害時における円滑な支援物資輸送を確保する。

■多様な関係者による検討を実施

災害に強い物流システム
構築協議会

国土交通省（地方運輸局、地方
整備局）、自治体、物流事業者、
物流事業者団体等から構成され
る協議会を開催し、多様な輸送
手段を活用した支援物資輸送に
関する広域連携体制構築につい
て検討

・多様な輸送手段を活用
した支援物資輸送につ
いて、関係者間の調整
事項等を整理し広域連
携体制を構築

●地域に応じた支援物資輸送体制の確立

（イメージ）多様な輸送手段を活用した
支援物資輸送に関する広域連携体制

応援県 被災県
広域連携体制の構築

・物流事業者団体と自治体との保管協定の締結を促進
・災害時に現地へリエゾンを派遣するための体制を整備

●広域物資拠点開設・運営ガイドブックの見直し

・広域物資拠点開設・運営ガイドブックの
改訂を行う
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○ サイバーセキュリティ対策の強化

（情報政策課）

予算額 ５７百万円

・近年、高度化・巧妙化している政府機関や重要インフラ事業者をはじめとす

る所管事業者等へのサイバー攻撃の脅威に対し、政府機関等における防御能

力の強化・向上を図る。

＜内 容＞

・国土交通省ＣＳＩＲＴ（※）の充実・強化、職員に対する研修等により、国土

交通省におけるサイバー攻撃によるインシデントへの対処能力の向上を図る。

（※）ＣＳＩＲＴ（Computer Security Incidents Response Team)とは、コンピュータセキュリティに

かかるインシデントに対処するための組織の総称

・所管事業者等における情報セキュリティ対策の実施状況を踏まえ、所管事業

者間における情報共有体制及び情報セキュリティ対策の強化を促進する。

政府全体のサイバーセキュリティ対策の取組

サイバーセキュリティ対策の推進体制

サイバーセキュリティ戦略本部
（本部長：内閣官房長官）

●サイバーセキュリティ戦略本部の所掌事務

①サイバーセキュリティ戦略案の作成
②政府機関等の防御施策評価
（監査を含む）
③重大事象の施策評価
（原因究明調査を含む）
④各府省の施策の総合調整
（経費見積り方針の作成等を含む）

●サイバーセキュリティ戦略本部に関する
事務は、内閣官房副長官補が掌理

Ｉ

Ｔ

総

合

戦

略

本

部

Ｎ
Ｓ
Ｃ
（
国
家
安
全
保
障
会
議
）

各府省等

緊密連携 緊密連携

資料等
提供義務

勧告 勧告に基づく
措置の報告聴取

事務局

内

閣

サ

イ

バ

ー

セ

キ

ュ

リ

テ

ィ

セ

ン

タ
ー
（

注

）

（2015年1月9日施行）

（注）英名称： National center of Incident readiness and Strategy for Cybersecurity

「日本再興戦略2016」（平成28年6月2日閣議決定）
「サイバーセキュリティ戦略や今年成立した改正サイバーセ
キュリティ基本法に基づく官民を挙げた取組を進める。
重要インフラ防護に関しては､「重要インフラの情報セキュリ
ティ対策に係る第３次行動計画の見直しに向けたロードマッ
プ」（平成28年３月31日サイバーセキュリティ戦略本部決定）
に従い、（略）「サイバー攻撃に対する体制強化」（略）等に係
る検討を進める。

サイバーセキュリティ基本法（平成26年11月12日法律第104号）
サイバーセキュリティ戦略の策定
国及び重要インフラのサイバーセキュリティの確保
サイバーセキュリティ戦略本部の設置

サイバーセキュリティ戦略（平成27年9月4日閣議決定）
政府機関等においては（略）以下の事項等について重点的に
取り組む

世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成27年6月30日閣議決定）
サイバーセキュリティ・情報化審議官等の下、サイバーセ
キュリティ対策（略）等の着実な取組を推進。

サイバーセキュリティ対策に係る政府の方針

(1) 攻撃を前提とした情報システムの防御力の強化・多層的な対策の推進
(2) しなやかな組織的対応能力の強化
(3) 技術の進歩や業務遂行形態の変化への対応
(4) 監視対象の拡大等による総合的な対策強化
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◎生産性向上による成長力の強化 
 
 
 

予算額 ３８百万円 

 
・ 国土交通省が打ち出した i-Construction のトップランナー施策の一つとし

て、ICT の全面的な活用による生産性の向上が挙げられている。 

・ 直轄工事での ICT 土工が普及しつつある中、自治体・中小建設業者への普及

拡大に向け、ICT 土工のメリットや業務プロセスの浸透等を図っていくこと

が課題となっている。 

＜内 容＞ 

・ ICT 土工のメリットや業務プロセスについての理解を得ることを目的に、実

工事において、自治体発注工事を受注した中小建設業者に対し、ICT を活用

した施工計画の立案を支援し、ICT 土工に必要な機材を貸与するとともに、

自治体発注工事等の中小規模の工事への導入効果を検証する等の先導的モ

デル事業を展開する。 

・ ICT をさらに広く普及させるため、土工以外の工種への拡大に必要な技術基

準策定に向けた調査・分析を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ i-Construction の普及加速 

（公共事業企画調整課） 
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○ インフラシステム海外展開の推進
（国際政策課・海外プロジェクト推進課）

予算額 １，４３５百万円

○平成２８年５月、安倍総理より、対象地域の拡大や更なるリスクマネー供給
拡大等を盛り込んだ「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」を発表。
また、平成２８年３月、「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画」
を策定。政府全体の「インフラシステム輸出戦略」に基づき、国土交通省と
してインフラシステム海外展開に係る取組みを一層強化し、国土交通分野に
おける我が国企業の受注増加を目指す。

＜内 容＞
○川上からの参画・情報発信
・トップセールス、相手国要人の招請、セミナー開催、研修等の戦略的展開
・インフラシステムの海外展開を強力に推進するための案件発掘・形成調査
等の推進

・相手国の課題に応じた課題解決型・ソリューション提案型プロジェクトの
展開

・国際機関や在京大使館等と連携した情報発信の強化
・インフラメンテナンスの海外展開の促進
・我が国企業の受注獲得に向けた入札・契約制度改善に向けた働きかけ
・我が国企業の技術等の比較優位性に関する調査及びデータベースの作成

○インフラ海外展開に取り組む企業支援
・中小企業等の有する優れた技術の海外展開支援
・我が国企業の現地における実証実験（パイロットプロジェクト）を支援
・我が国企業の進出支援のための官民一体となった枠組みの構築

○ソフトインフラの展開と人材育成
・相手国のニーズや要請等に対応する人材育成支援の強化
・我が国の技術、規格、制度等の国際標準化や相手国への普及等の促進

【関連事項】
・財政投融資（産業投資６４９億円、政府保証４８８億円）
（株）海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）が行う出資と事業参画に
よる支援を通じて、海外のインフラ市場への我が国事業者のより積極的な参
入を促進
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○ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進

（官民連携政策課）

予算額 ５９１百万円

・今般、政府全体の取組として、「PPP/PFI推進アクションプラン」（平成 28年 5
月 18日民間資金等活用事業推進会議（総理が会長、全閣僚が委員）決定）が
策定され、公共施設等運営権制度（コンセッション）の活用、収益施設の併
設・活用など事業収入等で費用を回収する収益型事業の推進、公的不動産の
利活用事業など、多様なPPP/PFIの取組を通じ、10年間（平成 25年～ 34年）
で 21 兆円のPPP/PFIの事業規模の達成を目指すという目標が新たに掲げられ
た。これは、同期間で 12兆円規模であった従来の目標を大きく上回るもので
ある。
・PPP/PFIの積極的推進については、公的部門の負担削減による財政健全化と、

民間部門の資金・知恵等の活用や事業機会の拡大等による経済成長という両

面で効果を発揮するものであり、「経済財政運営と改革の基本方針 2016」及
び「日本再興戦略 2016」（いずれも平成 28 年 6 月 2 日閣議決定）にも明確に
位置付けられている。

・これらを踏まえ、コンセッション方式の導入や地域の課題を解決する等の先

進的な取組を行う地方公共団体への支援、地域プラットフォームの形成促進

の加速化等を図る。あわせて、案件形成に取り組む地方公共団体に対し、PP

P/PFI事業の経験豊富な他の地方公共団体職員等をコーディネートする「地

域サポーター制度」を本格運用する。

＜内 容＞

①PPP/PFIの推進に係る課題等の調査・検討

②地方公共団体の案件形成を促進する地域プラットフォームの形成に対する支援

③先導的なPPP/PFI手法等の検討及び導入のための情報整備に対する支援

地域プラットフォームのイメージ

地方公共団体（都道府県、市町村）

地方銀行 等

大学 等

民間事業者、専門家（コンサルタント、会計士、弁護士等）

ニーズに幅広く対応

地方ブロックプラットフォーム

産

金

学

（注）全国をカバーするよう地方ブロック単位で形成

官

専門家の派遣や
助言等

事例報告等

ＰＰＰ／ＰＦＩの案件形成等に係る情報・ノウハウの横展開
・セミナー・シンポジウムの開催
・首長意見交換会の実施
・実践的研修の実施 等

地方ブロックプラットフォームの役割

※人口20万人以上の地方公共団体をはじめ広く参加を要請

A県地域プラットフォーム B市地域プラットフォーム
官民間の対話を通じた地域における官民連携事業の案件形成の推進
・個別具体の案件の掘り起こし、形成及び推進
・ＰＰＰ／ＰＦＩの事業化候補の案件リストの作成
・民間からの提案、官民間の意見交換の場 等

地域プラットフォームの役割

産

金学

官 産

金学

官

※案件形成後、地方ブロックプラットフォームにおいて報告

・北海道、東北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州で産官学金コアメンバー
会議の設置（H27・28年度） （産：46団体、官（自治体）：191団体、学：25名、金：77行）
・全国で優良事例を紹介するセミナーを実施 （H28年度は順次開催中）
（H27年度：6カ所、参加者合計約1,030名 H28年度：2カ所、参加者合計約330名）

全国９ブロックで設置・セミナーの実施

地域プラットフォームの形成促進

・19地域を選定・支援中(H28.9.30時点)
・今後、さらに形成促進を加速（29年度新たに10カ所程度追加）
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予算額 １４百万円 

 

・ 我が国のインフラについては、高度経済成長期などに集中的に整備された

経緯から、今後急速に老朽化対策が必要となる施設の増加が見込まれている。 

このため、本格的な人口減少時代の到来を見据え、既存のインフラへの効率

的なメンテナンスを推進するとともに、その基盤となるメンテナンス産業の

育成・拡大や、インフラの老朽化対策の重要性に係る国民の理解の促進を図

る。 

 
＜内 容＞ 
・ 「インフラメンテナンス国民会議」（約２００の企業・団体が参画）におい

て、産官学民の多様な主体がオープンイノベーションの手法を活用し、外部

の知恵を取り込みながら、新たな技術によるビジネスモデルの構築や、メン

テナンス技術のパッケージ化による自治体や海外市場へ挑戦する企業への

支援等を行う。 
・ インフラメンテナンスに係る優れた取組や技術開発を表彰する「インフラメ

ンテナンス大賞」を開催する。 
 
 
 

 

○ メンテナンス産業の育成・拡大 

（公共事業企画調整課） 
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予算額 ７百万円 

 

・インフラツーリズムは、各地方に存在している社会資本を観光資源の一つと

して活用し、地域の特色や個性を活かした地域振興・地域の活性化に資する

ものである。 

・また、国民の暮らしや経済を支え、安全安心な国土の基盤となる社会資本の

ストック効果について、国民が認識を深める機会の促進に資する観点からも

インフラツーリズムは絶好の機会であり、推進する必要がある。 

 
＜内 容＞ 
・現状のインフラツーリズムの課題となっている、案内要員や土日の職員の不

在、安全確保、不十分な受け入れ環境（トイレや案内看板等）を改善するた

めに、休日対応や観光客受け入れ環境の整備と質の向上に向けた検討を行う。 
・インフラツーリズムに際する適正な対価（受益者負担）による収入を得るこ

とを検討。 
・インフラの一般開放にあたり発生する課題の収集や一般開放を行う際に必要

な措置を取りまとめて、魅力的なインフラツーリズムの実施につなげる。 
 
 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○ インフラツーリズムの推進 

（公共事業企画調整課） 

 

歴史的土木インフラを活用した舟運 

万世橋船着場（東京都） 

インフラツーリズムの例 検討のイメージ 
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○ 海洋の開発・利用・保全の戦略的な推進

（海洋政策課）

予算額 ３８百万円

・海洋基本計画（平成２５年４月２６日閣議決定）等に基づき、我が国の国

土と経済社会の存立基盤であり、人類にとってのフロンティアである海洋

の開発・利用・保全を戦略的に推進する。

＜内 容＞

・我が国の広大な管轄海域について、海洋権益の保全を図り、有効に活用し

ていく観点から、今後の我が国の管轄海域にかかる管理・利活用のあり方

について検討を行う。

・海氷の減少に伴い活用の可能性が高まっている北極海航路に関して、利用

動向及び課題の整理等を踏まえつつ、利活用に向けた環境整備に関する検

討を行う。

・海洋環境に関する国際的な取組への対応として、マルポール条約改正に向

けた各種影響調査を行う。

○北極海航路の利活用に関する検討

・自然的・社会的状況、技術的・制度的・経済的
課題の整理等を踏まえた、利活用に向けた環境
整備の検討

○我が国の管轄海域にかかる管理・利活用のあり方の検討

・海洋に関する情勢の変化・新たな課題の整理及び今後の我
が国の管轄海域にかかる管理・利活用のあり方の検討

○海洋環境に関する国際的な取組への対応

・マルポール条約附属書Ⅱ改正による高粘度・凝
固性物質の排出規制強化に伴う影響調査

・マルポール条約附属書Ⅵに基づく硫黄酸化物
（SOx）規制強化に伴う影響調査

【北極海航路】
欧州と東アジア間をスエズ運河経由と比較
して航行距離が約6割に短縮できることな
どから、国内外からの関心が高まっている。
【北極海航路に係る官民連携協議会】
北極海航路に係る政府、民間企業及び海外
の有識者からの情報の共有を図ることを目
的に開催。

海洋の開発・利用・保全の戦略的な推進

固形化したワックス

我が国の領海・排他的経済水域
：約447万ｋ㎡（世界第６位）

【海洋基本計画】
海洋基本法に基づき、総合的かつ計画的に講ずべ
き施策を定めた計画であり、おおむね５年ごとに
見直しを行うこととされている。
現行計画（平成25年４月に閣議決定）は、平成30
年を目途に改訂予定。

平成３０年に改訂を予定している海洋
基本計画に反映

関係国との協議や官民連携協議会における関係
者と情報共有等を通じて環境整備を推進

適切な国内法での担保に向けた検討材料とする

【マルポール条約】
船舶による汚染の防止のための国際条
約(MARPOL73/78)船舶起因の油、有害
液体物質、廃棄物、排ガス等による汚
染防止に関する規制を定めた条約
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○ モーダルシフト等推進事業

（物流政策課）

予算額 ４０百万円

・物流分野の労働力不足に対応するとともに、温室効果ガス排出量を削減す

るため、改正物流総合効率化法の枠組みの下、物流事業者、荷主等の連携

により、トラック輸送からＣＯ２排出原単位の小さい大量輸送機関である鉄

道・船舶輸送への転換（モーダルシフト）等を推進する。

＜内 容＞

・物流事業者、荷主等の物流に係る関係者によって構成される協議会が改

正物流総合効率化法に基づく計画の策定に要する経費を補助するととも

に、認定を受けた計画に基づき実施する事業の運行経費の一部を補助す

ることにより、モーダルシフト等の取組を支援する。

計画策定経費補助

「モーダルシフト等推進事業」
CO2排出量の削減効果があるモーダルシフト等の物流効率化に関する
取組において、協議会の開催等、改正物流総合効率化法に基づく総合
効率化計画の策定の調査事業に要する経費に対して支援を行う。

また、認定を受けた総合効率化計画に基づき実施するモーダルシフト
及び幹線輸送の集約化について、初年度の運行経費の一部に対する支
援を行う。

計画策定経費の支援を通じ、大きな効果が期待できるが実現が容
易ではない「多様・広範な関係者による合意形成」を促進。 物流の
効率化を通じ、労働力不足対策等にも貢献。

①計画策
定事業

改正物流総合効率化法第４条第１項に規定する総
合効率化計画の策定のための調査事業

補助率
定額

②モーダ
ルシフト推
進事業

認定総合効率化計画に基づき実施する事業であっ
て、貨物自動車による陸上輸送から鉄道輸送又は
船舶を利用した海上輸送へ転換すること等により、
CO2排出量の削減等、物流の効率化を図ることを目
的として実施する事業

補助率
１／２

③幹線輸
送集約化
推進事業

認定総合効率化計画に基づき実施する事業であっ
て、発荷主から着荷主までの輸送距離が概ね30㎞
以上ある貨物自動車による輸送において、複数荷主
の貨物を集約化して、積載率を向上させて、走行車
両台数及びCO2排出量の削減等、物流の効率化を
図ることを目的として実施する事業

運行経費補助
（モーダルシフト・幹線輸送の集約化のみ）

空
A社
貨物

A
社
倉
庫

B
社
倉
庫

店
舗

空
B社
貨物

A社トラック

A社トラック

B社トラック

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

集落
の

中心
拠点

貨物輸送の
「共同化」

周辺集落

過疎地等

◆地域内配送共同化

各社それぞれで行っていた配達の共同化により、ムダのない配送を実現

◆モーダルシフト
大量輸送が可能で環境負荷の少ない鉄
道・船舶を活用した輸送

フェリーでシャーシやトラックの輸送をする際、ドライバーを乗
船させず、シャーシやトラックのみを輸送する（無人航走）。

（Ａ事業者ドライバｰ） （Ｂ事業者ドライバｰ）

異業種の複数荷主が連携して必要な貨物量を確保し、貨物
列車を運行

貨
物
駅

各
社
倉
庫

各
社
倉
庫

小売
A社

食品
B社

製薬
C社

飲料
D社 貨

物
駅

１ 「モーダルシフト等推進協議会」の立ち上げ
・物流事業者、荷主等の物流に係る関係者による
輸送効率化に向けた意思共有

２ 協議会の開催
・関係者の参集
・個々の貨物の輸送条件（ロット、荷姿、リードタイム
等）に係る情報やモーダルシフト等の実現に向けた
課題の共有及び調整
・CO2排出量削減効果の試算 等

３ 総合効率化計画の策定
・協議会の検討結果に基づく具体的な事業計画の策定

４ 計画認定・実施準備

５ 運行開始

~モーダルシフト等実施に向けた主な流れ~

計画策定経費補助
~ 具体的な取組の例 ~

貨客混載

共同集配

A
社
倉
庫

B
社
倉
庫

店
舗

A社
貨物

B社
貨物

宅配便事業者
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○ 物流産業イノベーションの推進

（物流政策課・国際物流課）

予算額 ２５百万円

・近年の我が国の物流は、トラック積載効率が４１％に低下するなど様々な非効率が発

生しており、生産性を向上させ、将来の労働力不足を克服し、経済成長に貢献してい

くことが必要となっている。

・アジア等の諸外国の物流需要が旺盛な中で、我が国の産業の海外展開の物流面からの

支援、我が国物流業の競争優位の創出等の観点から、高品質な我が国物流サービスの

国際標準化を推進していくことが求められている。

・これらの点を踏まえ、産業活動と国民生活の基盤である物流システムを、持続可能か

つより高度でシームレスな物流環境に改革していくため、以下のような取組を総合的

に推進する。

＜取組の例＞

・物流生産性向上の推進

物流事業者の労働生産性を２割程度向上させる目標を達成するため、トラック、鉄

道、船舶輸送の輸送実態や潜在的輸送力を把握・分析し、物流事業者や異業種荷主間

での共同輸配送や共同モーダルシフト等の連携による取組を促進するための活用方策

を調査する。また、調査結果を踏まえ、物流事業者や荷主間の連携を促進するためセ

ミナー等を開催し、物流生産性向上を推進する。

・物流システムの国際標準化推進

我が国物流システムの国際標準化を推進するため、諸外国のコールドチェーンの普

及状況やその需要を踏まえた、コールドチェーンの標準化に関する動向や標準化につ

いて留意すべき課題等に関する調査を実施し、望ましい国際標準化の在り方について

検討する。

・国際物流のシームレス化の推進

国際物流の可視化を推進するため、日中韓のコンテナ貨物の位置情報等の物流情報

を一元的かつタイムリーに把握可能な北東アジア物流情報サービスネットワーク

（NEAL-NET）について、日中韓の取組を踏まえ、ASEANや EU等への展開、サービ
ス充実を図る。

また、パレット等の物流機材の国際的なリターナブルユース（繰り返し利用）や

日中韓の物流機材の標準化の取組をASEANに展開する。

（出典）国土交通省「自動車輸送統計年報」

トラックの積載効率は低下傾向

40.9%

NEAL-NET（※）の仕組み

港湾物流情報
システム

港湾物流情報
システム

港湾物流情報
システム

相互に連携
日中韓の船舶動静・コンテナの物流情報を一元的・タイムリーに把握する
ことが可能
＜主な機能＞

○コンテナ船の離着岸日時の情報
○コンテナのゲートイン・ゲートアウト日時、船積み・船卸し日時の情報

【荷主・物流事業者】

※NEAL-NET: North East Asia Logistics Network Service
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◎交通政策の総合的な推進 

 
 
 

予算額 ６１百万円 

・交通政策基本計画は、交通政策基本法が提示する交通政策の長期的な方向性

や、「国土形成計画」で示した「コンパクト＋ネットワーク」の考え方を踏

まえつつ、各種の具体的な取組を総合的かつ計画的に推進していくために定

められたものであり、これを着実に実施していくことは、成長戦略や地方創

生を実現する上でも極めて重要である。 
 
・交通政策基本計画に基づく施策を着実に実施し、目標を達成するためには、

施策の進捗状況について適切にフォローアップするとともに、特に取組の強

化が必要な施策の推進に向けて調査・検討を実施することが必要である。 
 

＜内 容＞ 
①交通政策基本計画全体のフォローアップ 
・交通政策基本計画をフォローアップするため、交通の動向に関するデータの

作成･分析を強化するとともに、交通の動向に関するデータを活用しつつ、

施策の進捗状況を白書としてとりまとめる。 
 
②交通政策基本計画のモード横断的な目標の達成に向けた取組の推進 
・交通政策基本計画のフォローアップを踏まえ、鉄道、自動車、航空等のモー

ド横断的な目標達成に向けて、幹線モード間連携による圏域間対流の促進、

最先端の情報技術の交通分野全体への活用等、特に取組強化が必要な施策に

関して調査･検討を実施する。  

 

交通政策基本計画の目標達成に向けて、
各施策を着実に推進させるため、以下を
実施する。

○交通の動向に関するデータの充実等

⇒交通の動向に関するデータの作成・分
析を強化する。

○各年度の計画の進捗状況に関する
フォローアップの実施

⇒交通の動向に関するデータも活用しな
がら、各年度に講じた施策を適切に
フォローアップし、結果を交通政策白書
としてとりまとめるとともに、次回の計
画改定作業に反映させる。

①交通政策基本計画全体のフォロｰアップ

交通政策基本計画のフォローアップを踏まえ、鉄
道、自動車、航空等のモード横断的な目標達成
に向けて、交通政策基本計画に位置づけられた
施策の中で、特に取組の強化が必要な施策の推
進について調査・検討を実施する。

【取組の例】

○高速バス、LCC等の利用促進
○交通系ＩＣカードの普及・利便性拡大

○ ビッグデータの活用による交通計画等策定支援

○全国公共交通機関を網羅した経路検索の可能化

○ モビリティ・マネジメントの推進

○公共交通機関におけるサービス水準の見える化

②交通政策基本計画のモード横断的な
目標の達成に向けた取組の推進

○ 交通政策基本計画の実現による交通政策の総合的な推進 

（参事官（総合交通）） 
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◎東日本大震災からの復興加速

○ 被災した公共交通の復興の支援

（交通支援課）

予算額 １，３６３百万円

・東日本大震災の被災地に対しては、復旧・復興の進捗に応じた生活交通の確

保・維持のために、引き続き柔軟な対応を図る。

＜内 容＞

・東日本大震災被災地域における幹線バス交通ネットワークの確保・維持につ

いて、特例措置により支援する。

・東日本大震災被災地域における地域内の生活交通の確保・維持について、地

域内バス等の実証運行等を特例措置により支援する。

・福島県の原子力災害被災地域における避難住民の帰還を促進するため、幹線

バス交通ネットワークの確保・維持について、特例措置により支援する。
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●平成２８年度補正予算第２号（参考）

○ 鉄道施設の安全対策

（交通支援課）

補正予算額 １，１２６百万円

・「コンパクト・プラス・ネットワーク」の実現にとって不可欠な地域公共交通

ネットワークの再構築に向けて、地域鉄道の安全対策を促進する。

○ 次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進

（公共事業企画調整課）

補正予算額 ６８百万円

・インフラの老朽化及び建設業の担い手不足に対し、インフラ点検をより効果

的・効率的に行うため、昨年度までの現場検証において一定の性能が認めら

れたロボットについて、トンネル等の現場で実際の点検と同等の環境下で性

能等の検証を実施する。

○ インフラシステム海外展開の推進

（国際政策課）

補正予算額 １０３百万円

・インフラ海外展開に係る戦略的広報、交通渋滞等課題解決のための人材育

成・制度構築支援、ロシアの都市環境問題の解決に資する事業のビジネスモ

デル構築を推進する。
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（この冊子は、再生紙を使用しています。）


